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概要 

経済協力開発機構・欧州連合（2020）によれば、OECD 諸国には約 1 億 2800 万

人の移民が居住し、総人口の 10%以上を占める。一方、日本の移民比率はわずか

2%と低水準にとどまっている。欧米の既存研究では、外国人労働者の流入が賃金

や雇用に肯定的・否定的双方の影響を与える可能性が指摘されているが、日本で

は流入規模の小ささから実証分析は十分になされていない。本研究は、最新の都

道府県別パネルデータを用いて、外国人労働者比率が賃金水準に与える影響を分

析し、産業別や労働者層ごとの具体的な影響を検証することを目的とする。 

分析の結果、外国人労働者比率の上昇は全体的に賃金に正の影響を与えること

が示された。産業全体では、比率が 1%増加すると賃金が約 8.2 万円上昇すること

が確認された。また、性別による影響の違いも明確であり、男性では一貫して正

の影響が見られた一方、女性では正の影響が小さいか、負の影響を与える場合が

あった。製造業では比率の 1%増加が賃金を約 4.4 万円押し上げるのに対し、宿泊

業・飲食サービス業では約 7.3 万円の減少を引き起こすことが示された。 

これらの結果は、外国人労働者の増加が産業構造や労働市場の状況に応じて異

なる影響を与えることを示唆している。特に、宿泊業・飲食サービス業では賃金

競争を生み出すリスクがあり、政策的配慮が求められる。 
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はじめに 

 日本では少子高齢化による労働力不足が深刻化しており、政府は外国人労働者

の受け入れを拡大している。2023 年には外国人労働者が約 182 万人に達し、労働

人口の約 3%を占めるようになった。国立社会保障・人口問題研究所（2024）によ

れば、外国人人口は 2070 年には 939 万人に増加すると推計されており、今後、労

働市場における外国人労働者の役割はますます重要になると考えられる。しか

し、日本における外国人労働者の増加が、国内の労働市場に与える影響について

の実証研究は不足している。 

本研究では、直近までの都道府県別のパネルデータを用い、外国人労働者比率

の上昇が賃金水準に与える影響を定量的に分析する。特に、産業別および性別の

違いに着目した分析を行い、外国人労働者の受け入れが地域や産業に及ぼす具体

的な影響を明らかにし、日本の移民政策や労働市場政策の設計に寄与することを

目指す。 

 

第 1 節 研究の背景と目的 

経済協力開発機構・欧州連合（2020）によれば、移民人口は「その国の外で生

まれたすべての人々」と定義されており、現在 OECD 諸国には約 1 億 2800 万人の

移民が居住し、これは総人口の 10％以上に相当する。この 10 年間で、OECD 全域
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では移民人口が平均 23％、EU 全域では平均 28％増加している。このような移民

の増加は受け入れ国の経済に大きな影響を与えており、2020 年から 2050 年にかけ

ての移民流入や人口の変化によって世界全体の GDP は約 4％増加すると見込まれ

ている（International Monetary Fund 2020）。一方、日本における移民の受け入れは

未だ途上にある。2017 年時点で各国の総人口に占める移民人口の割合は、OECD

全域で 10％、EU 諸国で 12％であるのに対し、日本は 2％と非常に低い（経済協力

開発機構・欧州連合 2020）。 

こうした状況の背景には、日本独自の移民受け入れ政策の歴史が影響してい

る。日本における移民受け入れの起源は、1960 年代にさかのぼる。1960 年代後半

以降、労働集約型産業における深刻な人手不足を受け、産業界の一部から外国人

労働者受け入れの要望が表明されるようになった。農業、漁業、水産業、機械工

業、造船業、鉄鋼業、医療現場などでは、「研修」という名目で技術援助や技術

協力の形で海外からの労働力の調達が一部実現していた。しかし、当時の制度に

は「研修」に該当する在留資格がなく、この時期の「研修」の実態や規模は正確

には明らかになっていない。1983 年には「二十一世紀への留学生政策懇談会」に

よって、留学生政策が国策として位置づけられ、提言に基づき「10 万人計画」が

策定された。これにより、日本は 1990 年頃までに 5 万人、21 世紀初頭には 10 万

人の留学生受け入れを目指すこととなり、留学生には週 20 時間以内のアルバイト

が認められるようになった（明石 2010）。さらに、外国人労働者を受け入れる新

たな枠組みとして「1990 年体制」が構築された。1990 年体制とは、日本が外国人
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労働者を受け入れる際に採用した特有の枠組みであり、正式な「労働者」として

ではなく、「研修生」「技能実習生」「日系人」といった名目での受け入れが特

徴である。1989 年の改正入管法では、労働者受け入れを直接的に規定していない

ものの、研修生や技能実習生、日系人の入国が事実上認められた。この体制は、

「サイド・ドア」（技能実習生や留学生の就労）や「バック・ドア」（非正規滞

在者の労働）といった間接的な手法を通じて労働力を補い、移民受け入れへの社

会的抵抗感を軽減するものであった。その結果、日本の移民受け入れは「サイ

ド・ドア」や「バック・ドア」と表現されるようになった（上林 2024）。 

令和 5 年 10 月末時点で、国内における外国人労働者の数は 2,048,675 人に達

し、前年から 225,950 人増加した。2013 年には約 718,000 人だった外国人労働者

が、コロナウイルスの蔓延による入国制限を経てもなお、10 年間で約 3 倍に増加

している。外国人を雇用する事業所数も 318,775 所に上り、前年から 19,985 所増

加し、届出義務化以降で過去最高を記録した。また、全就業者に占める外国人労

働者の割合は全産業で 3.0%に達し、特に宿泊業・飲食サービス業では 5.9%、製造

業では 5.2%に上昇している（厚生労働省 2023）。 

このような外国人労働者の流入は、自国民の雇用機会の喪失や賃金の下落をも

たらす可能性があり、しばしば政治的議論の対象となっている。特に、労働市場

における競争が激化し、低熟練労働者層における雇用条件を圧迫することが懸念

される。外国人労働者の流入が受け入れ国の賃金に与える影響について、下田

（2019）は次の 3 つの経路を指摘している。1 つ目は、同じ雇用形態や労働条件で
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外国人労働者の賃金が低いため、国内労働者の賃金にも下方圧力がかかるルート

（同一労働条件での賃金格差）である。2 つ目は、外国人労働者の雇用が可能にな

ることで低賃金部門が存続し、結果として所定内平均給与が押し下げられるルー

ト（低賃金企業の外国人依存）である。3 つ目は、外国人労働者の増加により労働

需給が緩和され、賃金上昇が抑制されるルート（労働需給環境の変化）である。 

これらの指摘は、外国人労働者を国内労働者の代替可能な存在と仮定し、賃金

の下落を説明するものである。一方で、外国人労働者が国内労働者の不足を補

い、相互に補完的な役割を果たす場合、産業全体の生産性向上を通じて国内労働

者の賃金を上昇させるという見解も存在する。このように、外国人労働者の影響

は、労働市場における彼らの位置づけや雇用構造に依存すると考えられる。 

しかし、この理論的枠組みに関する実証分析では、移民流入が地域や産業の賃

金に及ぼす影響について一貫した結果は得られておらず、移民の経済的影響を一

概に結論づけることは難しい。外国人労働者の受け入れが、受け入れ地域の労働

者の賃金に与える影響については 1990 年に David Card によって先駆的な実証研究

がなされた。Card（1990）は 1980 年にキューバからマイアミ市に約 12 万人の移

民が流入したことを自然実験とみなし、この流入前後の地域労働者の賃金変化を

分析した。この移民の流入はマイアミ市の労働力を 7%増加させ、大半が低技能労

働者であったため、特に低技能職種への労働供給が顕著に増加した。 

結果、キューバ系移民の流入はマイアミ市の非キューバ系労働者の賃金や雇用

機会にほとんど影響を与えなかったことが示された。キューバ系移民に関して
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も、賃金や失業率に大きな変化は見られなかった。キューバ系労働者の賃金は

1980 年から 1985 年にかけて 9%ポイント低下したものの、この低下は主にマリエ

ル移民の流入によって労働力の質が変化し、スキルが低下したことに起因すると

した。このように、マイアミの労働市場は、既に以前から移民を受け入れる準備

が整っていたと考えられる。特に、繊維・衣服といった非熟練労働者を活用する

産業が成長していたことが、移民の迅速な吸収を助けた一因とされている。ま

た、マリエル移民の到着後、他の移民や国内移住者のマイアミへの流入が減少し

たことも、この移民の吸収を容易にした要因と見られる。以上のことから、低技

能移民の流入が必ずしも地元労働者の賃金や雇用に悪影響を及ぼすとは限らな

く、マイアミの事例では、労働市場が新たな労働力の流入に迅速に適応できるこ

とが明らかになった。 

Card の先駆的な研究に対し、キューバ系アメリカ人の経済学者である George J. 

Borjas は、移民の影響について三つの重要な指摘を行っている（ボージャス 

2018）。第一に、マイアミ市へのアメリカ人や他地域からの移民の流入が減少し

ており、キューバ移民の経済的影響を過小評価させている可能性があると指摘し

ている。第二に、マイアミの主要産業は労働集約型の繊維・衣服産業が中心で、

低技能のキューバ移民が容易に雇用され、既存の労働者がより好条件の仕事に移

行できた可能性があると示唆している。第三に、スペイン語話者が多いマイアミ

では、キューバ移民の英語能力の欠如による影響が他の都市より小さい可能性が

あると述べている。さらに、Borjas は比較対象とする都市の再選定の必要性を指摘
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している。キューバ移民流入以前のマイアミ市と経済状況が類似していた都市と

比較した結果、マイアミ市の低熟練労働者の賃金が減少したことが確認された。

これにより、Borjas は Card の研究が示した結論に対して再考の余地があることを

提言している。 

ボージャス（2018）は、外国人労働者の増加が受け入れ国の賃金を下落させる

ことを指摘しており、その研究ではキューバ移民とアメリカ人労働者が同じ教育

水準において完全な代替関係にあると仮定している。しかし、Ottaviano and Peri

（2012）はこの仮定に問題があると指摘し、外国人労働者は受け入れ国の労働者

と完全に代替可能な存在ではなく、むしろ不完全代替の関係にあると主張してい

る。Borjas が労働者を教育水準に応じて 4 つのグループ（高校中退・高校卒業・大

学中退・大学卒業）に分けて分析したのに対し、Ottaviano and Peri（2012）は労働

者のグループを 2 つにまとめ、移民労働者とアメリカ人労働者が同じ教育水準で

あっても不完全代替関係にあると仮定して推計を行った。その結果、外国人労働

者の増加は短期的には高校中退者の賃金を 0.7％低下させるが、長期的には 0.6～

1.7％上昇する可能性があると結論付けている。このように、移民労働者の流入が

受け入れ国の労働者の賃金に与える影響は、労働者間の代替関係や補完関係、さ

らに仮定の設定に依存しており、一貫した実証結果は得られていない。 

 中村他（2009）は、日本における移民受け入れが賃金に与える影響について、

1991 年と 1996 年、2001 年の三ヵ年の地域別パネルデータを用いて分析した。同

研究では、外国人労働者比率、年齢、勤続年数、事業者規模、男女比率、製造業
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比率、失業率を説明変数とし、賃金を被説明変数とした。結果、外国人労働者比

率の上昇が、高卒男性には有意に正の影響を与え、大卒男子は一部で正の影響が

確認された。一方、大卒女性には有意に負の影響があり、高卒女性には有意とな

らなかった。これにより、外国人労働者の導入が男性の賃金を押し上げる一方

で、女性には効果がないか、もしくは引き下げる効果があることを明らかにし

た。 

一方、下田（2019）は 2009 年から 2017 年にかけて、3 大都市圏におけるアルバ

イト・パート募集時の平均時給と外国人留学生のアルバイト平均時給の推移を比

較し、同じ職務において外国人労働者だからといって賃金が低く抑えられている

ケースは少ないことを明らかにした。また、アルバイト以外の雇用形態に関して

は、外国人労働者の賃金に関する統計が不足しているため判断は難しいとしなが

らも、外国人労働者を雇用している企業に対するアンケート調査では、約 8 割の

企業が「日本人と同等の賃金水準」と回答している。このことから、アルバイト

と同様に、マクロ的に見ても同じ条件での外国人と日本人の賃金格差は小さく、

外国人労働者による賃金上昇の抑制効果は限定的であると考えられる。 

本研究は、外国人労働者の受け入れが労働市場に与える影響を定量的に分析す

ることを目的としている。既存研究では、外国人労働者の流入が賃金水準や雇用

機会に与える影響について、肯定的な見解と否定的な見解の両面が示されてい

る。しかし、日本における実証分析は、特に外国人労働者の流入が他国と比較し

て少なかったため、その影響に関する先行研究は限定的であり、また、直近まで
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のデータを用いた分析はなされていない。そこで、本研究は、外国人労働者比率

が賃金水準に与える影響について、先行研究で用いられていない直近までの都道

府県パネルデータを用い、プーリングモデル、固定効果モデル、ランダム効果モ

デルで検証し、産業や労働者層ごとの具体的な影響を明らかにするものと位置付

けることができる。 

 

第 2 節 データと方法 

2.1 データ 

本研究では、被説明変数として都道府県別および産業別、男女別の常用労働者

の所定内平均給与を扱っている。説明変数には、各都道府県の外国人労働者比率

を主要な分析対象とし、統制変数として従業員が 1000 人以上の企業に勤めている

労働者の割合（以後、千人以上企業規模労働者比率）、労働者の平均勤続年数、

第一次産業比率、第二次産業比率、県内総生産、資本ストック、完全失業率を使

用している。なお、外国人労働者比率が賃金水準に与える影響を検証するには内

生性を考慮する必要がある。同一の年次で所定内平均給与と外国人労働者比率を

観測すると、相互に影響を及ぼす可能性があるためである。特に、高賃金が外国

人労働者の流入を促す影響を排除するため、本研究では外国人労働者比率のデー

タは所定内平均給与の 1 年前のデータを用いた。また、完全失業率、資本ストッ
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ク、県内総生産については、男女別推定においても男女計のデータを用いてい

る。 

これらのデータソースは以下の通りである。都道府県別および産業別、男女別

の所定内平均給与、平均勤続年数、千人以上企業規模労働者比率は厚生労働省

（2022）「賃金構造基本統計調査」の 1996 から 2021 年の 5 年ごとのデータを用

いた。外国人労働者比率は総務省（2021）「国勢調査」の 1995 から 2020 年のデ

ータを使用した。完全失業率は総務省（2024）「労働力調査」から 2001 から 2021

年の 5 年ごとの都道府県別データを使用した。1996 年のデータは都道府県別デー

タが入手できなかったため、北海道、東北、北関東、南関東、北陸、東海、近

畿、中四国、九州の各地域単位のデータを分析に用いた。都道府県別の資本スト

ックは、内閣府（2024a）「都道府県別民間資本ストック（平成 12 暦年価格、国

民経済計算ベース 平成 23 年 3 月時点）」の 1970 から 2009 年の時系列データを用

いた。なお、2009 年以降はデータが存在しないため、2010 年と 2015 年、2020 年

については 1970 年から 2009 年のデータに基づいて線形回帰モデルで推測した値

を用いた。県内総生産は、内閣府（2024b）「県民経済計算 県内総生産（支出

側、名目）」を用いた。 

次に、産業計、製造業、宿泊業・飲食サービス業における都道府県別の外国人

労働者比率、所定内平均給与、および関連する記述統計量について説明する。外

国人労働者比率の記述統計量を示したものが、表 1、表 2、表 3 である。また、外

国人労働者比率の都道府県別の値を地図上に示したものが、図 1、図 2、図 3 であ
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る。図 1 の産業計および図 2 の製造業を見ると、愛知、三重、群馬など第二次産

業従事者比率が高い地域で、外国人労働者比率が高い傾向が確認される。一方、

図 3 の宿泊業・飲食サービス業を見ると、東京、愛知、大阪といった都市圏で外

国人労働者比率が高く、都市部において外国人労働者が重要な役割を果たしてい

ることが示唆される。 

外国人労働者比率を除いた全変数の記述統計量を示したものが、表 4、表 5、表

6 である。表 4 の産業計を見ると、所定内平均給与は女性が男性より一貫して低い

傾向が見られる。また、表 6 の宿泊業・飲食サービス業と表 4 の産業計、表 5 の

製造業を比較すると、宿泊業、飲食サービス業の所定内給与は低い水準であり、

給与水準の産業間格差が明確である。表 5 の製造業を見ると、千人以上の企業規

模労働者比率は 50%を超える地域が存在する一方で、0%台の地域も確認され、地

域差が顕著である。この差異は、大企業が都市部に集中している傾向や、地方に

おける中小企業の割合の高さを反映している。平均勤続年数については、表 6 の

宿泊業・飲食サービス業における平均勤続年数が 8.42 年と、表 4 の産業計に比べ

て低い傾向にある。最後に表 4 を見ると、県内総生産は、地域間で極めて大きな

差が存在する。最大値は 110.02 兆円、最小値は 1.78 兆円であり、約 60 倍もの差

が確認された。この大きな格差は、都市部における経済活動の集中や地方経済の

規模の小ささを示している。 

また、説明変数と所定内平均給与との関係性を散布図に示したものが図 4〜11

である。まず、外国人労働者の割合が高い地域では、所定内給与が高い傾向が見
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られる。これは、外国人労働者が比較的高賃金の地域に居住することを選択して

いることによると考えられる（図 4）。次に、千人以上の規模を持つ企業で働く労

働者の比率が高い地域では、所定内給与が高い傾向が見られるが、これは大企業

は高い賃金で優秀な人材を確保しやすいため、大企業で働く割合が増えるほど地

域内の労働者の賃金が上昇することによると考えられる（図 5）。次に、平均勤続

年数が長い地域ほど、所定内平均給与が高い傾向が見られる。この傾向は日本の

年功序列型賃金制度により、勤続年数の長期化に応じて賃金が上昇する仕組みに

起因していると考えられる（図 6）。さらに、第一次産業に従事する労働者の比率

が高い地域では、所定内給与が低い傾向が見られるが、これは一般に第一次産業

は低賃金労働の割合が高いことによると考えられる（図 7）。一方、第二次産業に

従事する労働者の比率が高い方が所定内平均給与は高い傾向が見られ、特に女性

でこの傾向は顕著である。これは特に製造業を中心とする第二次産業は、第一次

産業と第三次産業と比較して労働生産性が高い場合が多く、それが賃金水準の上

昇に寄与していると考えられる（図 8）。また、資本ストックが高い方が所定内給

与は高い傾向が見られるが、これは資本と労働が相補的な関係にあるため、資本

の増加が労働需要を高め、結果として賃金水準の上昇につながるためであると考

えられる（図 9）。また、県内総生産が高い地域では、所定内給与が高い傾向が見

られるが、これは地域の経済活動が活発であるほど企業の収益力が高まり、それ

によって高賃金を支払う余力が生まれるためであると考えられる（図 10）。完全

失業率が低い地域ほど、男女ともに所定内給与が高い傾向が見られ、特に女性の
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給与では、この傾向が顕著である。これは失業率が低下する好景気では、企業収

益が増加し賃金が上昇しやすいためであると考えられる（図 11）。 

 

2.2 方法 

被説明変数である所定内平均給与と説明変数である外国人労働者比率につい

て、1996 年から 2021 年までの 5 年ごとのデータを分析対象とし、ミンサー型賃金

関数を参考に都道府県パネルデータ分析を行った。使用したモデルは以下の通り

である。 

Yit =  β0 + β1 Xi,t-1 + ∑ 𝛽𝑗଼
௝ୀଶ  Zjit + υit  i = 1,…, N; t = 1,…, T    (1) 

υit   =  μi  +  νit      (2) 

(1)式において、被説明変数である Yitは t 年における都道府県 i の所定内平均給与

であり、説明変数である Xi,t-1は t-1 年における都道府県 i の外国人労働者比率であ

る。その他の説明変数 Zjit は統制変数であり、Z2itは t 年における都道府県 i の千

人以上企業規模労働者比率、Z3itは t 年における都道府県 i の平均勤続年数、Z4itは

t 年における都道府県 i の第一次産業従事者比率、Z5itは t 年における都道府県 i の

第二次産業従事者比率、Z6itは t 年における都道府県 i の県内総生産、Z7itは t 年に

おける都道府県 i の資本ストック、Z8itは t年における都道府県 i の完全失業率であ

る。また、(2)式は㇐元配置誤差構成要素回帰モデルによって誤差項を表したモデ

ルであり、誤差項υitは、以下の 2 つの要素に分解される。一つは都道府県 𝑖 固有
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の観察不可能な特性を表す個体効果 μi  であり、これは地理的条件や産業構造な

ど、時間が経過しても変わらない固定的な影響を含む。もう一つは攪乱項νitであ

り、これはその年における偶発的な出来事など、時間 t によって変動するランダム

な要因を表している。 

本研究ではこれに基づき、プーリング推定、固定効果推定、ランダム効果推定

の 3 つのモデルについて推定を⾏った。プーリング推定では、個体効果 μiを無視

して全てのデータを単一のプールとして扱う。一方、固定効果モデルでは、個体

効果 μi を明示的に考慮し、観察されない固定的な影響を取り除く。さらに、ラン

ダム効果モデルでは、個体効果 μi がランダムに分布していると仮定し、攪乱項 

νit との相関がないという仮定の下で推定を行う。 

また、産業別のパネルデータ分析では、外国人労働者比率の高い製造業と宿泊

業、飲食サービス業を分析対象とし、以下のモデルに事づいて分析を行った。失

業率については産業別のデータが得られなかったため、産業計の各県データを使

用した。 

Yit =  β0 + β1 Xi,t-1 + ∑ 𝛽𝑗଺
௝ୀଶ  Zjit + υit  i = 1,…, N; t = 1,…, T    (3) 

υit   =  μi  +  νit      (4) 

(3)式において、説明変数である Xi,t-1は t-1 年における都道府県 i の外国人労働者比

率である。その他の説明変数 Zjit は統制変数であり、Z2itは t 年における都道府県 i

の千人以上企業規模労働者比率、Z3itは t 年における都道府県 i の平均勤続年数、
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Z4itは t 年における都道府県 i の県内総生産、Z5itは t 年における都道府県 i の資本

ストック、Z6itは t 年における都道府県 i の完全失業率である。 

 

第 3 節 結果と考察 

3.1. 推定結果 

所定内平均給与に関するモデル推定結果を、表 7 から表 15 に示した。また、こ

れらの推定モデルに対する検定結果を表 16 に示した。表 7 から表 9 は産業計、表

10 から表 12 は製造業、表 13 から表 15 は宿泊業、飲食サービス業について、それ

ぞれ男女計、男性、女性の 3 種類のデータを用い、プーリング推定、固定効果推

定、ランダム効果推定の 3 種類の方法で推定した計 9 つの推定結果を示してい

る。表 16 は、プーリング推定、固定効果推定、ランダム効果推定について、F 検

定、ラグランジュ乗数検定、ハウスマン検定を行った結果を示している。 

F 検定およびラグランジュ乗数検定の結果、全てのモデルで P 値<0.01 となり、

帰無仮説が棄却された。これにより、固定効果推定およびランダム効果推定がプ

ーリング推定に対して正統化される。一方、ハウスマン検定の結果、産業別に異

なる傾向が確認された。全産業では、男女計および男性で P 値<0.01 となり、固定

効果推定がランダム効果推定に対して正統化された。一方、女性では P 値が 0.05

以上であり、ランダム効果推定が選択された。製造業では、全ての性別で P 値

<0.01 となり、固定効果推定がランダム効果推定に対して正統化された。宿泊業・
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飲食サービス業では、男女計および女性で P 値<0.01 となり固定効果推定が正統化

されたが、男性では P 値が 0.05 以上であり、ランダム効果推定が正統化された。 

次に、推定モデルにおける推定結果について示す。外国人労働者比率の係数

は、産業計において全て正の符号を示し、男女計の固定効果推定およびランダム

効果推定で P 値<0.01 の水準で統計的に有意であった。一方、女性の固定効果推定

では有意性が得られなかったものの、その他の推定方法では P 値<0.001 の水準で

有意であった。さらに、男性における係数の値は女性よりも大きく、地域内の外

国人労働者比率の増加が男性の賃金上昇により強い影響を及ぼしていることが示

唆された。 

製造業においては、男女計の固定効果推定およびランダム効果推定で係数は正

の符号を示し、P 値<0.05 の水準で統計的に有意であった。男性ではプーリング推

定で、女性では固定効果推定およびランダム効果推定で、いずれも係数は正の符

号を示し、P 値<0.001 の水準で有意であった。それ以外のモデルでは有意な結果が

得られなかった。 

宿泊業・飲食サービス業においては、男女計のプーリング推定および固定効果

推定、男性のプーリング推定およびランダム効果推定、女性のプーリング推定が P

値<0.001 の水準で統計的に有意であった。また、女性の固定効果推定では P 値

<0.01 の水準で有意性が確認された。なお、男女計における固定効果モデル推定お

よび女性におけるランダム効果推定は、係数が負の符号を示した。 
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3.2. 考察 

今回の分析結果は、外国人労働者比率が産業別および性別によって賃金に異な

る影響を与えることを示している。また、この結果は中村他（2009）による先行

研究と整合的である。全体的に、外国人労働者比率の増加は賃金に正の影響を与

える傾向が見られたが、性別による違いが顕著であった。特に男性では、外国人

労働者比率が賃金上昇に対して概ね正の影響を示した。一方で、女性では男性と

比較して賃金上昇の影響が小さいか、あるいは負の影響を与えた。この結果は、

中村他（2009）が指摘した「男性の賃金には正の影響を与える一方、女性の賃金

には負の影響もしくは有意な結果が得られない」という結果とも一致している。 

製造業においては、外国人労働者比率が男女計で賃金に正の影響を与えた。こ

の結果は、製造業が外国人労働者を多く受け入れる環境にあることを反映してお

り、外国人労働者の存在が技能補完や労働力の安定供給に寄与している可能性を

示唆している。一方、宿泊業・飲食サービス業では、男女計および女性で外国人

労働者比率の係数が負の符号を示した。これは、外国人労働者の増加が宿泊業・

飲食サービス業において賃金競争を引き起こし、特に女性労働者の賃金低下を招

いている可能性があることを示唆している。また、宿泊業・飲食サービス業は低

賃金の職種が多いという特徴があり、外国人労働者の参入が所定内給与を押し下

げる要因となっている可能性も考えられる。 
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本研究の結果から、外国人労働者の受け入れが賃金に与える影響は産業構造や

労働市場の状況によって異なることが明らかとなった。特に、製造業では積極的

な受け入れが賃金上昇に寄与する一方で、宿泊業・飲食サービス業では自国民と

の間の賃金競争を生み出す可能性がある。このような結果は、外国人労働者の活

用が経済成長に寄与するだけでなく、労働市場の格差を是正するための政策的配

慮が必要であることを示唆している。 

 

おわりに 

本研究では、日本における外国人労働者比率の上昇が賃金水準に与える影響を

分析した。その結果、外国人労働者比率の増加が賃金に与える影響は産業や性別

によって異なることが明らかとなった。製造業では賃金上昇の効果が確認され、

外国人労働者が国内労働力を補完する役割を果たしている可能性が示唆された一

方、宿泊業・飲食サービス業では賃金競争が生じ、特に女性労働者の賃金が低下

する傾向が見られた。 

一方で、本研究には残された課題もある。第一に、労働者を性別で分類した

が、学歴や職種といった詳細な属性を考慮した分析は行われていない。これらの

属性を含めることで、外国人労働者の受け入れによる影響を受ける労働者層をよ

り正確に特定できると考えられる。第二に、本研究は短期的な影響に焦点を当て
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たが、外国人労働者受け入れが長期的に賃金に与える影響についても検討が必要

である。これらについては、今後の検討課題としたい。 
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図表 

 

図 1：2020 年における各都道府県の外国人労働者比率（全産業計） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」を基に筆者算出 
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図 2：2020 年における各都道府県の外国人労働者比率（製造業） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」を基に筆者算出 
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図 3：2020 年における各都道府県の外国人労働者比率（宿泊業、飲食サービス

業） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」を基に筆者算出 
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図 4： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と外国人労働者比率（2020

年） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調

査」より筆者算出 
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図 5： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と千人以上企業規模労働者比

率（2020 年） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調

査」より筆者算出 
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図 6： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と平均勤続年数（2020 年） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調

査」より筆者算出 
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図 7： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と第一次産業従事者比率

（2020 年） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調

査」より筆者算出 
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図 8： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と第二次産業従事者比率

（2020 年） 

出典：総務省「令和 2 年国勢調査」、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調

査」より筆者算出 
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図 9： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と県内総生産（2020 年） 

出典：内閣府「県民経済計算 県内総生産（支出側、名目）」、厚生労働省「令

和 3 年賃金構造基本統計調査」より筆者算出 
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図 10： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と資本ストック（2020 年） 

出典：内閣府「県民経済計算 県内総生産（支出側、名目）」に基づいて推定し

た値、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調査」より筆者算出 
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図 11： 都道府県別 男女別平均所定内給与（2021 年）と完全失業率（） 

出典：総務省「労働力調査」、厚生労働省「令和 3 年賃金構造基本統計調査」よ

り筆者算出 
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表 1： 産業計における外国人労働者比率の記述統計量 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

表 2： 製造業における外国人労働者比率の記述統計量 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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表 3： 宿泊業、飲食サービス業における外国人労働者比率の記述統計量 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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表 4： 産業計における所定内平均給与と各説明変数の記述統計量 

 

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「労

働力調査」、内閣府「県民経済計算 県内総生産（支出側、名目）」 
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表 5： 製造業における所定内平均給与と各説明変数の記述統計量 

 

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「労

働力調査」、内閣府「県民経済計算 県内総生産（支出側、名目）」 
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表 6： 宿泊業、飲食サービス業における所定内平均給与と各説明変数の記述統計

量 

 

出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「労

働力調査」、内閣府「県民経済計算 県内総生産（支出側、名目）」 
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表 7： モデルの推定結果（産業計・男女計） 

 

出典：筆者推定 
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表 8： モデルの推定結果（産業計・男性） 

 

出典：筆者推定 
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表 9： モデルの推定結果（産業計・女性） 

 

出典：筆者推定 
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表 10：モデルの推定結果（製造業・男女計） 

 

出典：筆者推定 
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表 11：モデルの推定結果（製造業・男性） 

 

出典：筆者推定 
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表 12：モデルの推定結果（製造業・女性） 

 

出典：筆者推定 
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表 13：モデルの推定結果（宿泊業、飲食サービス業・男女計） 

 

出典：筆者推定 
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表 14：モデルの推定結果（宿泊業、飲食サービス業・男性） 

 

出典：筆者推定 
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表 15：モデルの推定結果（宿泊業、飲食サービス業・女性） 

 

出典：筆者推定 
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表 16：モデルの検定結果 

 

出典：筆者推定 

 


